	ばね製造業


生産高は、平成21年に前年比で約4割減と大きく落ち込んだが、22年には持ち直した。その後、震災の影響により、再び減少に転じた。受注単価は横ばい傾向にあるが、一方で、原材料費の上昇により、コストが増大しているため、収益は厳しい。
今後、業界の不透明感が増すなか、各社は技術力を高め、新分野に進出したり、海外需要を獲得するなど、戦略に基づいた事業展開を意図している。
製品の特徴と業界概要　

ばねは、金属、ゴム、プラスチック等の材料が持っている弾性を、有効に利用できる形に作られたもので、力を受けて変形した後、その力が除かれた時に元の形に戻る性質を有する機械要素を総称するものである。
ばねは、その形状から、コイルばね（つる巻き状に巻いたばね）、板ばね、トーションバー（ねじりを利用する棒状のばね）、線ばねなどに分類される。
ばねは、幾つかの機能を有することから、その用途は多様である。荷重に対してたわむ性質を利用して、ばね秤の質量の表示に用いられたり、自動車のクラッチにおいてペダルの踏力の調整をはかったりするのに用いられる。また、エネルギーを蓄積する機能を活用し、時計や玩具のぜんまいとしてエネルギーを蓄えた後、それが放出される力を利用して、それらを動かすのに使用されている。さらに、振動や衝撃を緩和する機能の活用によって、振動が建物や外の機械に伝わるのを少なくしたり、車両の懸架ばねのように路面から伝わる衝撃を緩和したりするのにも用いられる。
今回取り上げる金属ばねは、製造方法から熱間成形ばねと冷間成形ばねに分類される。熱間成形ばねは、素材を高温に加熱し赤熱された状態で成形されたばねであり、大型のばねに利用される。工程に大型設備を必要とすることから、比較的大規模な企業によって製造され、製品のほとんどが自動車向けである。一方、冷間成形ばねは、素材を常温で成形するばねであり、小型のばねのほとんどはこの方法で成形される。主として中小規模の企業によって製造され、電気・電子機器をはじめ幅広い分野で利用されている。
大阪の特徴

21年における大阪府のばね製造業（金属製スプリング製造業）は、事業所数95、従業者数1,279人、製造品出荷額等155億6，589万円である（大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表（産業編）』、従業者４人以上）。全国に占めるシェアはそれぞれ15.3％（全国第２位）、7.3％（同第５位）、5.2％（同第７位）であり、大阪府では、小規模な事業所が多いことが特徴である。
大阪府内事業所の需要先は家電製品向けだけでなく、産業機械向け、自動車向けなど幅広い。
生産はまだら模様
全国のばねの生産は、20年9月の金融危機をきっかけとした世界的な景気後退の影響を受けて減少した。21年に入っても前年を下回る状況が続き、重量で約4割、金額でも3割程度低下した。22年に入り、ようやく前年を上回るようになり、重量で約3割、金額でも2割～3割程度増加した。これは、ばねの需要先である自動車に対する政策減税の効果と言われている。
しかしながら、23年3月に発生した東日本大震災の影響により、再び対前年同月を下回っている。
大阪府内の企業ヒアリングにおいても、22年以降は増加傾向にあった。建設機械分野では海外需要増加に伴い生産が増加している。また、ガス関連分野でも受注は微増傾向にある。自動車向けのばねを生産している企業では、22年以降回復基調にあったが、23年3月以降は震災の影響から生産は低下していた。しかし、8月以降は回復している。
一方、家電向けの企業では、生産は減少傾向にある。これは、家電メーカーが国内製造拠点を縮小し、海外生産を行うため、国内でのばね需要が低下していることによる。

収益は厳しい

受注単価は横ばいの企業が多い。しかしながら、近年鋼材価格が上昇しているため、収益的には厳しい状況になっている。
各社のコスト削減では、資材の調達先や運送業者を見直す企業が見られた。コスト削減に取り組んでも今期は赤字基調で推移しているところや、収益が芳しくないため今夏の賞与を支給しなかったとするところもあった。
節電の状況
今夏は震災の影響による電力需給のひっぱくに対して、節電が要請された。節電はコスト削減の一環として、空調の適正温度での運転や消灯の徹底等を中心に普段から取り組まれていた。ただ、本年は積極的に取り組む企業もみられた。仕掛品をある程度のロットにしてから電気炉を使用することで熱処理の電気炉を効率利用しているケースや、LED照明に切り替えること等で節電実績を残している事例もあった。自動車業界向けのばねを生産している企業では、節電要請に対応して平日を休みにし、休日生産を行っているところも見られた。
設備投資は低調
設備投資をしても受注が大きく伸びる見通しがたたず、今後の需要の不透明感から、多くの企業では設備投資に慎重な姿勢である。
工場移転に伴う新工場建設という大型投資事例も見られたが、ほとんどは、生産設備に関しても更新投資が中心であり、低調なものになっている。ある企業では、借入金をしてまで投資することはなく、減価償却費程度の投資としていた。また、他の企業では、国内で設備投資をするべきか、海外での生産拠点を設けるべきか、検討していた。
明るい兆しも見られる雇用状況
派遣社員等の契約を更新していない企業や雇用調整助成金を引き続き受けている企業もあり、雇用情勢は楽観を許すものにはなっていない。

ただ、各社に対するヒアリングでは大幅な人員調整は行われず、採用活動を行っている企業がみられた。業務の多忙により中途採用を行ったところや社内活性化の視点からも新規採用を行うところもあった。また、技術指導、育成のため、定年後も嘱託という形式で引き続き雇用している企業もあった。
今後の見通し
今後については、ばね需要量がリーマンショック前の水準にまで戻るかわからないとする見通しもあり、業界全体に不透明感が漂っている。

現在の円高の影響を受けて、今のところ収益面で大きなダメージを負っている企業は、今回のヒアリングでは見られなかった。しかしながら、これ以上の円高が続くと、ばねの大口需要家である家電メーカーや自動車メーカーの海外生産シフトが大きくなり、国内のばね需要が減少するのでは、という不安の声も聞かれた。

こうした状況下、各社が自社の方向性に基づいた企業活動が重要になっている。例えば、航空宇宙産業における品質マネジメント規格であるJISQ9100認証取得することで、航空機分野への参入を計画しているケースがあり、試作開発を実施していた。また、鉄道部品等インフラ関連の分野へシフトし、開発案件の受注に力をいれるという企業もあった。
商社を通じてばねを輸出している企業では、引続き海外に活路を求めるとしていた。また、メーカーである自社で物流倉庫を整備し、包装を行い、一個からの配送でも可能としている企業もあった。
海外に工場を有している企業では国内で生産しているばねを海外で生産することも検討するとしていた。また、他の企業では、海外工場を立ち上げることで、ユーザー企業の海外調達需要に対応するとしていた。
このように、各社は生き残りを模索して様々な対応を行っている。

（山本　桂宏）
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平成20年 547,282 -3.2 367,262 -2.2

21年 334,992 -38.8 255,266 -30.5

22年 435,444 30.0 322,676 26.4

　23年1月 33,077 -1.0 24,989 0.1

　2月 36,172 0.0 26,688 -0.7

　3月 30,059 -22.6 23,507 -19.1

　4月 21,829 -37.6 18,425 -29.4

　5月 22,852 -29.3 18,361 -26.4

　6月 34,398 -10.8 24,863 -11.7

　7月 38,339 -2.9 27,363 -4.6

資料：経済産業省『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計』

（注）従業者３０人以上の事業所

重量（ｔ） 金額（百万円）
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